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資料１



越前市の脱炭素化に
向けた取組み
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市環境基本計画【R4年3月】（地球温暖化対策実行計画 区域施策編） 抜粋

R2実績：1230.3千トン
R3実績：1538.4千トン
R4実績：1358.6千トン（最新値）
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市環境基本計画【R4年3月】（地球温暖化対策実行計画 区域施策編） 抜粋

CO2排出量の約７割が
産業部門
特に中小企業の削減が課題
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市内企業の
脱炭素化を進めるには

どうすればいいか？
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その前に
公共施設の再エネ・

省エネの進捗は
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事業計画の効果・費用
再エネ導入見込量

約6,300kW 約3,000t-CO2
/年間

CO2削減見込量 総事業費

約7.3億円(事務費含む)
うち、令和6年度52,770千円

国庫補助額
環境省

地域脱炭素推進交付金
7.3億円

計画期間

令和6～10年度
（５年間）

想定規模

約1,000kW

86kWあいぱーく今立への太陽光発電設備（PV）導入
（6月補正予算：13,375千円）

小学校プール等へのPV導入

令和7年度以降、学校プールや他公共施設を実施

PPAによる公共施設再エネ設備の導入 再エネ：約1,800kW

約800kW
【※231kW】

武生中央公園エリアへのPV導入
【※うちアイシンスポーツアリーナ

（6月補正予算：39,395千円)】

令和7年度以降、温水プールや文化センターなどを実施

・PPAによる太陽光発電設備導入補助
再エネ 【個人・事業者】

・多雪地域対応型太陽光発電設備設置補助
再エネ 【個人・事業者】

約4,450kW
個人90件:31,500千円
事業者40件:200,000千円

市民・事業者向け再エネ・省エネ設備の導入支援
令和7～10年度 予算額 404,433千円(事務費含む)（国10/10）

想定規模

再エネ：約4,450kW

・住宅省エネ性能向上（断熱）に係る補助
省エネ 【個人】

※想定制度未定 新築・既設住宅合わせて約50件

・高効率給湯器購入補助
省エネ 【個人・事業者】

・約50件
43,333千円

・250件
100,000千円

補助内容
令和6～10年度 予算額 328,545千円（国10/10）

事業内容

公共施設太陽光発電設備設置ＰＰＡイメージ

国 市

北陸電力G
市施設へ太陽光発電設備設置
施工費 657,090千円（見込）
※北電Gが施工、所有、管理

国庫補助金
328,545千円（見込）

市 事業スケジュール

施工費の1/2と設備の維持管理
に要する費用を電気料金として回収

再エネ電力供給（自家消費）
設備維持管理サービス提供

※想定制度
個人 90件：最大7万円/kW 最大5kW
事業者40件：最大5万円/kW 最大100kW

※想定制度
250件 最大40万円/件（補助率1/2）

北電
G負
担分

国庫
補助
金

基本
料金

電力量料金＋
燃料調整費

再エネ
賦課金A 通常電気料金内訳

B PPA電気料金内訳 施工費の1/2＋
設備の維持管理費用

※A≠B

地域脱炭素推進交付金（重点対策加速化事業）産業・民生・公共
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市総合計画2023【R5年3月】 抜粋
福井新聞R7.3.14

パーキーハウス
2025.10 プールの指定管理者であり建物の共同所有者でも
あるTPC共同事業体（代表企業 カワイ（株））による設置
パネル出力 211.2kW 8



市総合計画2023【R5年3月】 抜粋
市の脱炭素のモデル事業となり
産業などあらゆる部門へ波及させたい！

読売新聞R7.10.10
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使用
電力

非化
石燃
料

太陽
光

+CO2 －CO2

実質ゼロ

白山小学校プール
太陽光パネル

CO2排出実質ゼロの
非化石燃料

脱炭素チャレンジプロジェクト推進連携事業

です。カーボンゼロスクール

白山小学校で使われる電力は、
すべて太陽光発電 と非化石燃料 でまかなわれています。

CO2排出量が実質ゼロ となる、環境にやさしい

×

R7.10.29～30

コウノトリ呼び戻す農法米を
東京都荒川区の学校給食に提供

10



・公共施設ＬＥＤ化推進事業
・生ごみ処理器奨励金
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 市公共施設の照明をまるごとＬＥＤリース

３年間で７６施設（約３万灯）をＬＥＤ化

省エネ化により、年間800ｔのCO2を削減

 さらに、生じた環境価値をＪ-クレジット化

 Ｊ-クレジット収益を中小企業の脱炭素経営支援
に活用していく。

越前市

・Ｊ-クレジットの創出

・ＬＥＤ化による電力使用量の
削減 → CO2排出量削減

企業等

・Ｊ-クレジットの購入

・カーボンオフセット

Ｊ-クレジット代金

Ｊ-クレジット

県内で率先して全公共施設照明をLED化

市ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ推進協議会運営

・中小企業の脱炭素経営支援

R7年度は、環境省脱炭素アドバ
イザー資格取得支援

ＬＥＤ化によるCO2削減 ⇒ Ｊ-クレジット創出 ⇒ 企業支援

※Ｊ-クレジットは、協定締結企業を仲介して売買

※LED化は、削減電気料≒リース料金というメリットから、福井県など県内他自治体も追従中！

公共
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13

申請件数（R7.12.5時点）
電動式生ごみ処理機 44件
コンポスト 16件

電動式生ごみ処理機は、街中居
住者からの申請が多いイメージ



改めて、市内企業の
脱炭素化を進めるには

どうすればいいか？

14



事業計画の効果・費用
再エネ導入見込量

約6,300kW 約3,000t-CO2
/年間

CO2削減見込量 総事業費

約7.3億円(事務費含む)
うち、令和6年度52,770千円

国庫補助額
環境省

地域脱炭素推進交付金
7.3億円

計画期間

令和6～10年度
（５年間）

想定規模

約1,000kW

86kWあいぱーく今立への太陽光発電設備（PV）導入
（6月補正予算：13,375千円）

小学校プール等へのPV導入

令和7年度以降、学校プールや他公共施設を実施

PPAによる公共施設再エネ設備の導入 再エネ：約1,800kW

約800kW
【※231kW】

武生中央公園エリアへのPV導入
【※うちアイシンスポーツアリーナ

（6月補正予算：39,395千円)】

令和7年度以降、温水プールや文化センターなどを実施

・PPAによる太陽光発電設備導入補助
再エネ 【個人・事業者】

・多雪地域対応型太陽光発電設備設置補助
再エネ 【個人・事業者】

約4,450kW
個人90件:31,500千円
事業者40件:200,000千円

市民・事業者向け再エネ・省エネ設備の導入支援
令和7～10年度 予算額 404,433千円(事務費含む)（国10/10）

想定規模

再エネ：約4,450kW

・住宅省エネ性能向上（断熱）に係る補助
省エネ 【個人】

※想定制度未定 新築・既設住宅合わせて約50件

・高効率給湯器購入補助
省エネ 【個人・事業者】

・約50件
43,333千円

・250件
100,000千円

補助内容
令和6～10年度 予算額 328,545千円（国10/10）

事業内容

公共施設太陽光発電設備設置ＰＰＡイメージ

国 市

北陸電力G
市施設へ太陽光発電設備設置
施工費 657,090千円（見込）
※北電Gが施工、所有、管理

国庫補助金
328,545千円（見込）

市 事業スケジュール

施工費の1/2と設備の維持管理
に要する費用を電気料金として回収

再エネ電力供給（自家消費）
設備維持管理サービス提供

※想定制度
個人 90件：最大7万円/kW 最大5kW
事業者40件：最大5万円/kW 最大100kW

※想定制度
250件 最大40万円/件（補助率1/2）

北電
G負
担分

国庫
補助
金

基本
料金

電力量料金＋
燃料調整費

再エネ
賦課金A 通常電気料金内訳

B PPA電気料金内訳 施工費の1/2＋
設備の維持管理費用

※A≠B

地域脱炭素推進交付金（重点対策加速化事業）産業・民生・公共
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福井新聞R6.8.31
日刊県民福井 R6.6.7

国の交付金に採択され
市民・事業者向け補助制度を創設し、周知するも・・・
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市民・事業者向け補助制度 執行状況 12.2時点

執行率申請額
R7年度
補助上限額

補助件数

43.17,98018,500５件
多雪地域対応
型太陽光

46.610,94023,50012件PPA太陽光

99.123,22423,43384件高効率給湯器

65.33,5285,4006件省エネ住宅
リフォーム

14.31,0007,0001件省エネ住宅
新築

60.046,67277,833106件全体

（額：千円、率：％）

〇市民・事業者向け補助事業全体の執行率で６０％
〇給湯器は、受付期限11月末を待たず予算上限に達して終了
〇太陽光の執行率が５０％以下 事業や生活の必需品ではない再エネの普及に課題。
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〇耐雪アタッチメントで
積雪荷重設計をクリアし
ている事例が多い。

〇耐雪アタッチメントで
あれば追加費用も安価で
設置しやすい。

■補助金活用のワンポイント

◇上記の事例を紹介しな
がら、市内中小企業等へ
の周知を図っていく。

18



〇ＰＰＡにより初期投資
を抑えられる。

■補助金活用のワンポイント

〇契約期間中はＰＰＡ事
業者が管理する。
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◇上記を紹介しながら、
市内中小企業等への周知
を図っていく。



■補助金活用のワンポイント

〇エコキュートからエコ
キュートへの入替は厳し
いが、それ以外はほぼ補
助条件（30％以上の省
CO2）を満たしている事
例が多い。
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◇好調ではあったが、ま
だまだ補助制度自体を知
らない市民・事業者もあ
るので、さらに周知を
図っていく。



でも、まだ施設整備まで
いけない場合

21



市内企業から、
「まずは社内で脱炭素を

知るところから始めたい」
との声があった。

じゃあまず、社内で
脱炭素の知識を
身に付けませんか。
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